
町税
33億2600万円繰入金

2億4000万円

諸収入
1億8300万円

繰越金 5200万円

分担金及び負担金・
使用料及び手数料・
財産収入・寄附金 
1億5700万円

地方譲与税・
自動車取得税 
7400万円

利子割交付金・
配当割交付金・
株式等譲渡所得交付金・
交通安全対策特別交付金 
1600万円

地方消費税交付金 
1億8200万円

国有提供施設等所在市町村
助成交付金 1億400万円

地方交付税・地方特例交付金 4000万円 町債（借金）1億9700万円

県支出金
2億2800万円

国庫支出金
3億7700万円

議会費 1億3500万円

総務費
7億5800万円 

民生費
16億8800万円

衛生費
7億1000万円

労働費 6万円

農林水産業費
7500万円

商工費
8900万円

土木費
5億5000万円

消防費
2億6300万円

教育費
7億6700万円

公債費（借金返済）
1億3100万円 

予備費 1000万円

■予算総額
歳入歳出５１億７６００万円
（対前年７，６００万円減）

議　　案 予算額 採決 結果

平成２３年度国民健康保険特別会計予算

平成２３年度後期高齢者医療特別会計予算

平成２３年度介護保険特別会計予算

平成２３年度介護サービス事業特別会計予算

平成２３年度公共下水道事業特別会計予算

１３億８６００万円

１億２０００万円

６億６０００万円

２００万円

６億８５００万円

賛成１１
反対  ２
賛成１１
反対  ２

全員賛成

全員賛成

全員賛成

可　決

可　決

可　決

可　決

可　決

■主な事業
子ども手当３億５９００万円、豊山チャンネ
ルデジタル化１０１５万円、大山川堤防道
路整備（実施設計費等）４９６万円、新栄小
学校太陽光発電工事４５００万円など。

歳入
５１億７６００万円

歳出
５１億７６００万円

国政に振り回される自治体は大変厳しい状
態である。町にとっては臨時財政対策債発
行制限にも影響が及んでいる。そんな中、
厳しい生活を送る人に対する救済策は国

保窓口負担減免制度だけである。職員の新規採用は定
数削減に追いつかない状況であり、保育園運営や学童保
育など子育て支援後退の原因ともなっている。また、不足
する特別養護老人ホーム対策としての第５特養の建設に
あたっては、用地確保では鑑定評価以上の金額での買
収、施設建設費では、県の補助対象外施設の債務補償な
ど極めて不透明な財政支援を指摘して反対討論とする。

予算編成に当たって、激変する県営名古屋
空港の利用促進PR活動や助成制度の新設
は評価する。依然として厳しい財政状況の中
での東日本大震災。影響は計り知れないもの

があるが、極めて先進的な町の耐震施策に加えて、久田良木
川治水対策への取り組みは評価する。また、有識者懇談会の
提言が予算に着実に反映されていることや、第４次総合計画
推進に当たって、分野別目標達成に向けて予算編成されてい
ること、更には各款項の予算について、議員の要望した項目
が随所に取り入れられていることなどを大いに評価する。その
上で事業の円滑な進行を期待して賛成討論とする。

固定資産評価審査委員会委員の選任

固定資産評価審査委員会委員の選任

総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の制定

福祉作業所の設置及び管理に関する条例の制定

児童館の設置及び管理に関する条例の制定

母子通園施設の設置及び管理に関する条例の制定

職員の給与に関する条例の一部改正

手数料条例の一部改正

児童遊園の設置及び管理に関する条例の一部改正

国民健康保険条例の一部改正

農業委員定数条例の一部改正

金融貸付制度に関する条例の廃止

北名古屋衛生組合規約の変更

平成２２年度一般会計補正予算（第７号）

平成２２年度国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

平成２２年度老人保健特別会計補正予算（第２号）

平成２２年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

平成２２年度介護保険特別会計補正予算（第３号）

平成２２年度公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）

議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

全員賛成

同 意

同 意

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

可 決

否 決

愛知県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少
及び愛知県市町村職員退職手当組合規約の変更

愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少
及び愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更

賛成   ２
反対 １１

採 決議　　　案 結 果

一般会計予算討論

反対 賛成

平
成
２３
年
度

賛
成 

１１
人 

・ 

反
対 

２
人

審議結果

議決されたその他の議案
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